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Social Responsibility for the Life Reconstruction of Evicted “Encroacher”:




This study focuses on the incident in which the district forestry service in cooperation with local 
police, military officers and a tree plantation company, PT Musi Hutan Persada (PT MHP), forcibly 
evicted ‘illegal’ encroachers from its concession area (Cawang area) in South Sumatra, Indonesia. 
This study aims to depict the process of encroachment by explaining the underlying causes of the 
large-scale illegal occupation in a conservation block created by the tree plantation company, and 
then discuss the social responsibilities that governmental organizations and the company should 
engage in for the life reconstruction of those who were evicted.
The main data used in this study were narrative data collected through the interviews with 
encroachers, staff members of the related governmental organizations such as the district forestry 
service, the natural resource conservation agency in South Sumatra, and a local environmental 
NGO. These interviews were conducted intermittently in August 2016, March 2019, and August-
September 2019.
The main research findings are as follows. Encroachers started to migrate to Cawang area from 
around 2010. They engaged in the small-scale farming of rubber, cassava, maize etc. on 2-3 hectares 
of land. They were unaware that the Cawang area is inside a conservation block where people are 
prohibited from cultivating. In addition to these encroachers’ ‘ignorance’ of the legal status of the 
land, important underlying causes that created the large-scale illegal occupation were the defect 
in the scheme of state sponsored immigration program, Trans HTI, and the default of PT MHP in 
concession area management.
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Based on these findings, this study recommends that the governmental organizations and the 
company should be responsible for the life reconstruction of those who were evicted.
キーワード：不法占拠，土地紛争，産業造林型移住事業，強制排除，社会的責任
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はじめに：問題の所在と本論文の課題
インドネシアでは，1990 年代半ばより紙製品の原料となるパルプ原木生産用の産業造林 1)
が急速に進んだ［Forest Trend 2015］。2013 年時点で産業造林事業の許可数は 254，事業許


















造林（industrial timber plantations: ITPs）という。
2) 例えば，世界最大級の総合製紙メーカーのひとつ，アジア・パルプ・アンド・ペーパー社（Asia 
Pulp and Paper: APP）は 2013 年に「森林保全方針（Forest Conservation Policy）」を制定し
た［笹岡 2019］。また，APP 社に次いでインドネシアを代表する製紙メーカーのひとつであるアジ
ア・パシフィック・リソース・インターナショナル・ホールディングス社（Asia Pacific Resources 
International Holdings Limited: APRIL）は 2014 年に「持続可能な森林管理方針（APRIL Group's 
Sustainable Forest Management Policy）」を制定した［WWF Indonesia （オンライン） 2014］。
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業が管理しなくてはならない土地がある。インドネシアの現行法によると，産業造林企業は
事業地の少なくとも 10 パーセントを保全目的で管理しなくてはならないことになっている
（2015 年第 12 号環境林業大臣規則，P. 12/Menlhk-II/2015）。
また，生物多様性保全や気候変動緩和策の必要性についての認識が広く社会に浸透するな












grabbing）」と呼ばれる現象が世界的にみられる［Fairhead et al. 2012］。こうした現象はイ
ンドネシアにおいても確認できる。例えば，インドネシアでは，炭素蓄積など生態系サービ
スの保全を目的とした「生態系回復事業権 （IUPHHK-RE）」の発給が 2007 年に始まったが，
この事業のコンセッションエリアでは，生物多様性保全や気候変動緩和という「公共的」な
課題の遂行を図る企業や環境 NGO と，事業地を生活の場として利用している不法占拠者と
の土地をめぐる紛争が激しくなってきている［例えば，Silalahi and Erwin 2015］。
インドネシアでは，2013 年時点で約 2,466 万世帯の農家が，2 ヘクタールに満たない農
地しかもっていない。その内，約 1,626 万世帯は 0.5 ヘクタールに満たない零細農家である











木生産のための産業植林事業を行っているムシ・フタン・プルサダ社（PT. Musi Hutan 



















て C 集落が違法に作られた集落であることが問題視されるようになり（後述），2015 年 7 月，
治安部隊（警察官および国軍兵士）と県政府職員の支援をうけた M 社が C 集落住民の農地
の一部を破壊するのである 4)。ただこのときは，農地の一部が更地にされただけで住居は破壊
3) IUCN（世界自然保護連合）が発行する「レッドリスト（The IUCN Red List of Threatened 
Species）」のなかで，スマトラゾウは最も絶滅の恐れの高い「近絶滅亜種（CR）」と評価されている
［IUCN（オンライン） 2011］。 





いても未だ不明な点が多い。しかし，ここで「M 社によって C 集落住民の農地の一部が破壊された」
と明言したのは，政府の文書に M 社を破壊行為の主体とみなす表現がみられるからである。2015 年
7 月の農地の「破壊」の直後，環境林業大臣が南スマトラ州知事およびムシ・ラワス県知事宛にこの
問題への対応を求める文書（S. 317/ Menlhk-PSKL/2015）を出しているが，そのなかに「M 社によ
る強制排除を止めさせるための支援を求める」という文言が認められる。また，同時期に環境林業省
持続的生産林管理総局長が M 社宛てに出した文書（S.326/PHPL-SET/2015）では，M 社に対して「（土
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本論文の構成は以下の通りである。まず次章で，C 集落および M 社の概要と本論文の資料







5) Wijaya (online)［2016］，インドネシア環境フォーラム・南スマトラ代表（当時）HJ 氏への聞き取
















2011 年ごろのことである。強制排除が行われる直前（2016 年 3 月）には，そこには約 295




下，B 村）が C 集落をその行政集落（dusun）のひとつとして受け入れることになった。以
後，B 村は 7 つ目の集落として様々な支援を行ってきた。しかし，その後，C 集落が M 社の
コンセッション内に主にスマトラゾウの保全のために設けられた保全地区内に作られた集落
であること，および，後述するように，その集落形成の背後に「違法な土地権の売買があった」
ことが県林業局などによって問題視されるようになり，2015 年 7 月と 2016 年 3 月の二度の
強制排除措置によって，破壊されることになるのである。
強制排除後，C 集落住民は B 村に避難した。時がたつにつれて村を離れる者が増え，2019
年 8 月時点で，B 村に暮らす C 集落避難民は 25 家族程度となっていた。
現在，家屋や農地など人びとが暮らす場としての C 集落は存在していないものの 7)，「チャ
6) ここでいう「家族」とは，基本的には既婚の男女からなる集団をさす。しかし，結婚後，配偶者と離
別や死別した者もひとつの独立した家族として数える。2016 年 3 月時点で C 集落には約 200 軒の家
屋があったといわれており，ひとつの家に複数の家族が同居しているというケースも少なくなかった。
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ワン・グミリール集落の住民だ」という共同意識を持ち，チャワンに戻って生活を再建した
いという思いを共有する人たちの集団は存在する。強制排除後，C 集落住民たちはインドネ
シア環境フォーラム・南スマトラ（WALHI Sumatra Selatan）8) の支援をうけながら土地に
対する権利を求めて政府（県政府，州政府，環境林業省）に要求をしてきた。そうした活動
を中心で担ってきたのは 2017 年に結成されたチャワン農民組合（Serikat Tani Cawang）
―2018 年にチャワン森林農民組合（Kelompok Tani Hutan Cawang）に名称変更―である。
これは C 集落にかつて暮らし，チャワンへの帰還を望んでいるすべての避難民からなる住民
組織である。




図 1　M 社の事業地と C 集落
出典：SK No. 866/Menhut-II/2014 をもとにインドネシア環境フォーラム・南スマト
ラが作成した地図，"Peta Sebaran Konsesi PT. Musi Hutan Persada”（未公刊資料），
Peta Tematik Indonesia が作成した地図，"Peta Administrasi Provinsi Sumatera 
Selatan"［Peta Tematik Indonesia（online）2015］，および，筆者が GPS を用いて

































途地域（areal penggunaan lain: APL）」，および，その他の私有地・コミュニティ保有地に
区分される。これらのうち，国有林は，その土地が発揮する主要な機能に応じて，さらに生




2018］。現在の M 社の事業は，1996 年 1 月 29 日づけで南スマトラ州内の約 296,400 ヘクター
ルの生産林に対して林業省（当時）から発給された事業許可である「1996 年第 38 号林業大
臣決定（Keputusan Menteri Kehutanan Nomor: 38/Kpts-II/1996）」に基づいている［Tim 







年時点）の社会紛争があるという［WALHI Sumatra  Selatan　2018］。なお，これは M 社
と住民との土地紛争の一部であり，実際はこれよりも多くの紛争が起きているはずだと同組
織代表 EP 氏は述べている 10)。
M 社ホームページによると，同社は 974 人の正社員を雇用するとともに，植林のための整
地，種苗，植栽，保育，森林保護，収穫，輸送に携わる約 1 万人の雇用機会を提供している
［PT. Musi Hutan Persada (online) 2018］。労働者たちは，M 社のコンセッションエリア周
辺の村や「産業造林型移住事業（Trans HTI）」によって作られた村の住民などである。
9) M 社が最初に事業許可を得たのは 1991 年のことである。この時に M 社が当時の林業大臣から発
給を得たのは暫定的産業造林事業許可，SK Menhut Nomor. 205/Kpts-II/1991 であり , のちに SK 
Menhut Nomor 316/Kpts-II/1991 に更新されている［Tim Assesor Working Group-Tenure 2014: 
42］。
10) EP 氏への聞き取り（2019 年 8 月 24 日）による。
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住省（当時）である。参加者には 1 家族あたり，1 棟の家屋，家庭菜園用の土地（0.25 ヘクター
ル），そして 1 ヘクタールの土地に対する林産物採取権（hak pemungut）―M 社の場合，ゴ




1990 年のことである［横田・井上 1996］。この事業を担ったのが M 社であった。当初はス
ハルト大統領（当時）の政商として知られるプラヨゴ・パンゲストゥ（Prayogo Pangestu）
が率いる財閥，バリトー・パシフィック・グループの子会社，エニム・ムシ・レスタリ社（Enim 






ク・グループの子会社，タンジュン・エニム・レスタリ社（TEL 社）である［安倍 2006: 






不明）。そして 2005 年には，M 社と TEL 社への出資比率をそれぞれ 60 パーセントと 85 パー
セント（間接出資分を含む）にまで高め，南スマトラにおける紙パルプ事業の経営権を取得
した［丸紅株式会社 （オンライン）2005］。
それから 10 年後の 2015 年 3 月，丸紅は M 社の株式を 100 パーセント手に入れ，同社を
完全子会社化した。C 集落の強制排除事件が起きたのは，丸紅による M 社の完全子会社化の












ドネシア環境フォーラム・南スマトラと自然資源保全局（Balai Konservasi Sumberdaya 
Alam: BKSDA）職員に，それぞれ，強制排除の経緯やチャワンのゾウの生息地としての重
要性などについて聞き取りをおこなった。
以上の南スマトラ州での聞き取り調査は，2016 年 8 月 11 日～ 8 月 18 日，2018 年 3 月 14
日～ 3 月 18 日，2019 年 8 月 26 日～ 9 月 3 日にかけて実施した（B 村への滞在日数は述べ
12 日間である）。
またこの強制排除事件もう一方の当事者である，M 社および M 社の経営権を持つ丸紅に対
しては 2018 年 7 月 2 日付で A4 用紙 5 ページ，4 項目からなる「質問状」を筆者が送付し，
A4 用紙 3 ページからなる回答（2018 年 10 月 18 日付）を受け取った。それも資料として活
用した。
II　C 集落の形成
環境林業省（Kementerian Lingkungan Hidup dan Kehutanan: KLHK），国家土地庁
（Badan Pertanahan Nasional: BPN）, NGO，住民組織などのネットワークである「林地保
有に関するワーキンググループ（WG-Tenure）」が，2014 年 10 月，B 村を含む南スマトラ
州内の二つの地域を対象に土地利用と土地紛争に関する調査を行っている。その報告書［Tim 
Assesor WG-Tenure 2014］では，C 集落形成の経緯は以下のようなものとして描かれている。




て小規模な畑を作り，そのうちの一人（以下，A 氏）が 2008 年にゴムを植栽した。そして
2010 年に，A 氏はある「お金持ち」と知り合いになった。その「お金持ち」は，彼に共同で
約 30 ヘクタールのゴム園を造成する話を持ち掛け，そのための資金を用意した。A 氏はそ
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プンドポ（Pendopo）出身の男性，GM 氏（年齢不詳，男性）は 11 歳のころから（おそらく
1970 年代に），そこで伐採企業の物資の運搬労働者として働いていた。伐採企業が操業を止
めた後も，GM 氏はスク・アナック・ダラム 11) の女性と結婚した彼の兄弟とともにそこに小






その後，遅くとも 2011 年までに，新たに移住してくる者からウパー・リンティス（upah 
rintis）15) と呼ばれる，いわば「開墾・境界画定手数料」を徴収する「委員会」が組織された。
2011 年にチャワンに入植した MD 氏（1968 年生まれ，チャワン森林農民組合代表 SH 氏の
夫）によると，当時のウパー・リンティスは，2 ヘクタールで 50 万ルピア（約 3,980 円）16) だっ
た。2 ヘクタールを一つの単位として，同委員会が入植者に土地を配分した。なお，この手
数料は境界画定を行うために現場で境界線に沿って森を刈り払う者への謝金（当時一人当た
11) スク・アナック・ダラム（Suku Anak Dalam）は，スマトラ島のジャンビ州や南スマトラ州に暮ら
す「先住民」のひとつで，森林のなかを遊動しながら，狩猟採集と交易で生計を営んできた人たちで
ある。現在は定住化が進んでいる。
12) GM 氏に対する聞き取り（2019 年 8 月 28 日）による。
13) ND 氏への聞き取り（2016 年 8 月 12 日）による。
14) GM 氏に対する聞き取り（2019 年 8 月 28 日）による。
15) ウパー（upah）は「賃金」や「謝金」の意。また，リンティス（rintis）には，「森をきりひらくこと」，
あるいは，「切り開いた森と未開拓の森との境界線を示す小道を作ること」といった意味がある。







ところで，C 集落形成の初期（おそらく 2010 年頃）には，B 村の産業造林型移住事業参
加農家（以下，「参加農家」）や，参加農家から家屋やゴム採取権を購入し B 村に移住した者
―本論文ではこれを代替農家（pengganti Trans-HTI）と表現する―と彼らの息子世代（参
加農家や代替農家の第二世代）が当該地域において土地を開墾している 18)。彼らは B 村から C
集落に通いながら，ゴム園の造成やキャッサバ栽培などをしていた。しかし，彼らの多くは
経済的に余裕がなく，M 社の造林・保育労働者として働いたり，ゴムの樹液採取労働に従事















いずれにしても，以上のような経緯を経て，2010 年ごろから C 集落には，B 村住民や他
地域からの移民が農地を開いていった。彼らは草地にまばらに樹木が生育する疎林を開墾し，
17) MR 氏に対する聞き取り（2019 年 8 月 27 日）による。
18) HR 氏（1968 年生まれ，男性）に対する聞き取り（2019 年 8 月 27 日）による。
19) 2019 年 9 月 2 日に行った元県林業局職員への聞き取りによる。尚，このことに関連して，木材伐採
企業が操業していた時代からチャワンに暮らしてきた GM 氏は，違法な土地の売買に関与したとし
てムシ・ラワス地方警察に逮捕され，禁固刑を受けている（2019 年 8 月 28 日の GM 氏に対する聞
き取りによる）。
20) SG 氏に対する聞き取り（２016 年 8 月 16 日），および，SH 氏および MR 氏への聞き取り（2019 年
8 月 27 日）による。
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ゴム，キャッサバ，トウモロコシ，陸稲，各種野菜を栽培して生計を立てた。なお，強制排除後，




キャッサバ畑 ゴム園 陸稲 トウモロコシ その他 計
集落全体 517 104 47.5 120.5 0.5 789.5
一家族平均 1.76 0.35 0.16 0.41 0.00 2.69









から約 17 キロメートル離れた B 村の村長 SG 氏に支援を依頼した。同じ時期，SG 氏はムシ・
ラワス県政府（当時）から，C 集落をやがて正式な行政村にすることを念頭に，C 集落の「指
導（bina）」を行うよう依頼されていた。以上の経緯を経て，B 村は 2012 年末に村での話し
合いを通じて，C 集落を B 村の 7 つ目の集落とすることを決定した 21)。
なお，この時期に県政府が C 集落を新たな行政村として承認するために動いていることが，




新しい行政村設置のための調整を行う，と書かれている。また，2013 年 2 月 18 日付で発行
された県地方官房の用務命令書（Nomor：090/56/ST/I/2013） では，C 集落を新たな行政村
とするにあたって必要な境界画定を行うよう命じている 22)。
21) 以上はすべて SG 氏への聞き取り（2018 年 3 月 16 日）による。
22) 真偽のほどは不明だが，インドネシア環境フォーラム・南スマトラの EP 氏がある情報筋から得た
情報によると，ムシ・ラワス県政府が C 集落を正式な行政村として認めようとした背景には，当時，
プヌカル・アラブ・ルマタン・イリル（Penukal Abab Lematang Ilir）県―通称，パリ（PALI）県
―の新設が議論されており，県境の境界画定が行われていたことがあるという（パリ県は 2013 年 1
86
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以上述べた経緯から，C 集落がやがて正式な行政村になることを C 集落に暮らす誰もが
信じていた。しかしながら，先述の通り，2015 年のある時点で，県林業局が C 集落の違法
性を問題視したため県政府は C 集落を B 村に属する集落として承認しなかった 23)。そして，
2015 年 7 月の「一度目の強制排除」が行われることになるのである。
III　強制排除事件とその後
1　強制排除
冒頭で述べたように，2015 年 7 月 7 日，県林業局職員，治安部隊，そして M 社職員か
らなる一団が，C 集落住民のゴム園やキャッサバ畑などの農地の一部を破壊した［WALHI 




で述べたように，環境林業省・持続的生産林管理総局長が，2015 年 7 月 10 日付の文書 24) で，
M 社代表取締役に対し，紛争解決にむけて抑圧的な手段をとらないことを要請した。また，
環境林業大臣も，2015 年 7 月 14 日付の文書 25) で，南スマトラ州知事およびムシ・ラワス県
知事に M 社による CG 集落の強制排除を止めさせ対話にむけた努力を払うよう求めた。それ
らのことが背景にあったのかどうかは不明だが，農地の破壊は 7 月 17 日頃に終わった 26)。
その約 8 か月後の 2016 年 3 月 17 日，M 社，県林業局，地方警察，地方軍管区の兵士など





県と争いが起きないようにするねらいがあったという（2016 年 8 月 12 日，インドネシア環境フォー
ラム・南スマトラ EP 氏への聞き取りによる）。
23) SG 氏への聞き取り（2018 年 3 月 16 日）による。
24) Direktorat Jenderal Pengeloraan Hutan Produksi Lestari 発行文書（S.326/PHPL-SET/2015）を
参照。
25) Mentri Lingkungan Hidup dan Kehutanan 発行文書（S. 317/ Menlhk-PSKL/2015）を参照。
26) WALHI Sumatra Selatan (online)［2015］，インドネシア環境フォーラム・南スマトラ代表（当時）
HJ 氏への聞き取り（2016 年 8 月 11 日），及び，C 集落住民約 20 名を対象にしたグループインタビュー
（2016 年 8 月 13 日）による。
27) Wijaya (online)［2016］，インドネシア環境フォーラム・南スマトラ代表（当時）HJ 氏への聞き取
り（2016 年 8 月 11 日），及び，C 集落住民約 20 名を対象にしたグループインタビュー（2016 年 8
月 13 日）による。
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キャッサバ畑があった。住民たちは，せめて畑を破壊する前にこれらの作物を収穫させてほ
しいと懇願したが，同チームはそれを許さなかったという 28)。
農地の破壊がはじまってから約 1 週間後，C 集落の各戸の壁に「集落の建物の取り壊しを
遅くとも 3 月 28 日に行う」ことを通知する張り紙が張られた。そして，3 月 28 日から 3 月
30 日までに，イスラーム礼拝所を除き，約 200 戸の全民家，そして集落の公共施設が完全に
破壊もしくは撤去された。ここでいう公共施設には，C 住民が現金を集めて 2013 年に建て
た小学校（約 30 人の生徒が学んでいた）と，2013 年と 2014 年に「村・後進地域開発・移
住省（Kementerian Desa, Pembangunan Daerah Tertinggal dan Transmigrasi）」の支援









28) ランプン州から C 集落に 2012 年に移住した TM 氏に対する聞き取り（2018 年 3 月 16 日）による。
29) SG 氏への聞き取り（2016 年 8 月 16 日）による。
30) インドネシア環境フォーラム・南スマトラ代表（当時）HJ 氏への聞き取り（2016 年 8 月 11 日），及び，
C 集落住民約 20 名を対象にしたグループインタビュー（2016 年 8 月 13 日）による。
写真 1　2016 年 3 月の強制排除により更地になった元 C 集落跡地
出典：2016 年 8 月，チャワングミリール集落跡地で筆者撮影。
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強制排除後，住民たちはしばらく B 村の集会所に避難をしていたが，一部の者は B 村の空
き家などに移り住み，別の一部は徐々に周辺の村に移り住んでいった。またなかには，スマ
トラ島の他州（ランプン州など）や島外（ジャワ島やカリマンタン島など）に出ていった者
もいる。強制排除事件から約 5 か月後の 2016 年 8 月時点で，B 村に暮らしていた避難民は






の仕事をしながらお金をためた。そのお金で 1979 年に 1 ヘクタールの土地を購入し，ゴム
を植えた。1984 年からゴムの樹液採取が可能になったが，それだけでは食べてゆけず，製材




に移り住んだ。移住後，彼と 4 人の息子がそれぞれ 1 ヘクタールの土地に陸稲を植えて，陸
稲の収穫後にゴムとキャッサバを植えた。SM 氏は「この年になって土地を追い出されるこ
とになるとは思いもよらなかった。もしもそのまま住み続けることができていたならば今頃
31) 2019 年 9 月 2 日に行った元県林業局職員への聞き取りによる。なお，強制排除のために現場に展開
した治安部隊に費用を出したかどうかを問う CNN Indonesia の質問に対し，M 社「社会・森林警備」
部長の MA 氏は，治安部隊隊員の食費と燃料費を負担したことを認めている［CNN Indonesia (online) 
2016］。
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はゴムが収穫できたはずだ。土地を追い出された悲しみは，言葉で言い表すことができない」
と語っていた。2019 年 8 月時点で，SM は，B 村住民からテンペ（大豆で作られた発酵食
品）を 1 日に 80 個ほど仕入れ，それを B 村のなかで売って生計を立てていた。テンペ 3 個
を 5,000 ルピアで仕入れ，6,000 ルピアで売っている。だいたい 1 日 6 万ルピアの収入が得
られる。これが彼と妻の全収入である 32)。筆者が B 村で話を聞いた C 集落住民の多くは，SM
氏のように元いた場所に家がなかったり，生計手段がなかったりして，そこには戻れない者
たちであった。




してきた TM 氏（生年不明，50 代，ランプン生
まれ，男性）は，B村の住民から夫婦で約 2ヘクター
ルのゴム園の採取を請け負っている。雨が降らな





良い時でも TM 氏夫妻の一ヵ月の収入は 120 万ル










32)  SM 氏への聞き取り（2019 年 8 月 27 日）による。
33) TM 氏への聞き取り（2018 年 3 月 16 日）による。
34) TM 氏への聞き取り（2018 年 3 月 16 日）による。
写真２　ゴム樹液採取をおこなう TM 氏









利を認めるよう次の二つの提案書を作成し，2018 年 6 月に環境林業大臣に提出した［Dusun 
Cawang Gumilir 2018a, 2018b］。一つは，C 集落住民がかつて居住し，耕作していた約 1,600
ヘクタールの土地の一部（370 ヘクタール）を，インドネシア政府が進める土地改革のスキー











出から現在（2019 年 8 月時点）にいたるまで，環境林業省からは何の反応もないという 39)。
35) EP 氏への聞き取り（2019 年 8 月 14 日）による。
36) 2015 年に制定された 5 カ年の国家中期開発計画（2015 年第 2 号大統領規則）で，インドネシア共和
国大統領ジョコ・ウィドド（Joko Widodo）は「土地改革」を重要な開発目標の一つに挙げ，「土地






37) 「多用途地域」については，第 II 章「2. M 社の概要」を参照のこと。
38) 社会林業・環境パートナシップ総局紛争処理・森林保有・慣習林局長（Direktur Penanganan 
Konflik, Tenurial dan Hutan Adat）のことを指す。
39) EP 氏への聞き取り（2019 年 8 月 14 日）による。
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IV　不法占拠状態を生み出した背景要因
M 社が最初に産業造林事業許可を取得したのは既述の通り 1991 年である。チャワンに移





思われる。すなわち，（1） 産業造林型移住事業の制度的欠陥，および，（2） M 社による不十
分な事業地管理である。以下，順に見ていこう。
1　産業造林型移住事業（Trans-HTI）の制度的欠陥
「II　C 集落の形成」で述べたように，C 集落形成初期の 2010 年ごろに，B 村の産業造林
型移住事業参加農家や代替農家，そして彼らの息子世代がチャワンでの耕作を始めた。その
ひとり，HR 氏によると，彼の知る範囲だけでそうした人たちは少なくとも 15 家族はいた。
正確な数はわからないが，全体でみると，それよりはるかに多くの B 村住民がチャワンでの
図２　C 集落住民がゾウと共存する意思があることを伝えた手紙（2018 年 4 月 4 日付）
出典：インドネシア環境フォーラム・南スマトラ提供。
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B 村は産業造林型移住事業村として 1992/93 年に設立された。受け入れ農家数は 400 家族
であり，1993 年当時にすでに 400 家族が暮らしていた。参加農家のなかには新しい土地で
の生活になじめない者がおり，1996 年までに約半数が他出した。この時期に代替農家として
B 村に移住した WR 氏によると，彼らから家屋，家庭菜園，1 ヘクタールの林産物採取権を
購入し B 村に移住した代替農家に他出者のほぼすべてが置き換わったので，そのときも B 村
の家族数は 400 家族程度であった 41)。
2009 年 に B 村 に は 743 家 族，1,891 人 が 居 住 し て い た［Badan Pusat Statistik 
Kabupaten Musi Rawas 2010］42)。つまり，移住村設置当時と比べて，C 集落への入植がはじ








こで MH 氏（1948 年西ジャワ生まれ，男性）のケースを紹介する。
MH 氏は B 村設立当時に B 村に移住してきた参加農家である。B 村近辺に造成されるゴム
園 1 ヘクタールに対する樹液採取権を手にすることになっていたが，移住当時，ゴム園造成
予定地はまだ天然林に覆われていた。整地が行われたのは移住して約 2 年後のことである。
M 社が天然林を伐採し，整地を行い，MH 氏が M 社の用意したゴムの苗木を植えた。
移住後，2 年間は政府からの食糧支援があった。移住してから 1995 年までは，その食料支
援と，M 社の日雇い労働者として働いて得た現金で暮らした。しかし，食糧支援が打ち切ら
れてからは，生活が苦しくなったため，ジャワ島のソロ（Solo）に出稼ぎに出て，コーヒー





40) HR 氏への聞き取り（2019 年 8 月 27 日）による。
41) WR 氏（1955 年生まれ，男性）への聞き取り（2019 年 8 月 30 日）による。
42) 2017 年の B 村の人口は 2,945 人である ［Badan Pusat Statistik Kabupaten Musi Rawas 2018］。
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樹液採取を開始したが，当時一週間働いて約 30kg のゴムしか収穫できず，その販売収入だ
けでは食べていくのがやっとだった。
1996 年ごろより，B 村近くの M 社事業地にある防火帯（アカシアなどが植林された区画
の間の植林が行われていない場所）の 1 ヘクタールの土地に陸稲を植え始めた。当初は自給
用のコメを作るために耕作したが，B 村住民のなかにゴムを植え始める者が現れたため，そ
れに倣って 2007 年ごろから，他出した長男を除く 3 人の息子とともに，焼畑跡地にゴムを
植え始め，計 6 ヘクタールのゴム園を作った。MH 氏はカプリガンのゴム園を経営し，新た
に作った 6 ヘクタールのゴム園は，3 人の息子がそれぞれ 2 ヘクタールを経営した。本来，
ゴムは植栽後 7 年から 8 年で樹液採取を始めることができるといわれているが，息子たちは
経済的に苦しかったため，植栽 4 年後の 2011 年から樹液採取を始めた。
MH 氏の末子の SR 氏（1985 年生まれ）は，2005 年から M 社の契約労働者として，かつ
て父親が働いていた火災監視の仕事についた。給与は月給制で月額 70 万ルピアだった。食
べてゆくのには十分だったが，貯蓄が難しかったため 2008 年に辞めた。2010 年に結婚。
2011 年から自身が管理する 2 ヘクタールのゴム園でのゴムの樹液採取を始めたが収穫は少な
かった。これから授かる子供の将来を考えて，2011 年にチャワンで 2 ヘクタールの土地を得
て，その後 1 年ぐらいかけて 1,000 本のゴムの苗を植えた。しかし，除草剤を買うお金がな
かったため十分に保育ができなかった。また，彼はチャワンに移り住むことはせず，B 村と
チャワンをバイクで往復していたが，一回の往復で 24,000 ルピアのガソリン代がかかった。
そのため，SR 氏は子のゴム園を手放すことにした。2013 年に，オガン・コメリン・ウル（Ogan 
Komering Ulu）県から B 村に来ていた移住者に，これまでの労働の対価として 900 万ルピ
アの支払いをうけ，ゴム園の権利を移譲した。そして，その現金で B 村周辺のゴム園 1 ヘク
タールを購入した。調査時点（2019 年 8 月時点）で，二人の子供（一男一女）と妻と 4 人
で暮らす SR 氏の主要収入源は 3 ヘクタールのゴム園である。SR 氏は，農地を拡大しないで
M 社の事業地で造林・保育を行う労働者として働くことは考えなかったという。炎天下の下
での重労働にみあった給与（2019 年 8 月時点で 7 ～ 8 万ルピア／日）がもらえないことや，
請負業者から給与が払われないことがあるからである 43)。
筆者は，MH 氏と SR 氏のほかに，参加農家 2 名と参加農家第二世代 2 名に話を聞いたが，
全員が上記と同様の理由により，チャワンにおいて農地を開墾している 44)。
43) MH 氏および SR 氏への聞き取り（2019 年 8 月 30 日）による。
44) 参加農家の LT 氏（1948 年メダン生まれ，男性）および LT 氏の長女で同時期に LT 氏とは別家族と
して産業造林移住事業に参加した参加農家 RS 氏（1970 年生まれ（出生地不明），女性）への聞き取
り（2019 年 8 月 27 日），前述の参加農家第二世代 HR 氏への聞き取り（2019 年 8 月 27 日），および，




既述の通り，産業造林型移住事業の制度では，参加農家 1 家族に対して，0.25 ヘクタール
の家庭菜園用の土地と，1 ヘクタールのゴム園（カプリガン）に対する樹液採権が与えられる。
参加農家が所有権・利用権を有するこれらの土地の総面積は，移住村建設時に決められ，そ


















しかし，筆者が話を聞くことができた 18 名の C 集落住民のすべてが，M 社からチャワン
を立ち退くよう言われたことはなかったと述べている。例えば，2007 年メダン（Medan）
から B 村に移住し，その後，2011 年に C 集落に入植してから 2013 年から約 2 年間 C 集落




2015 年 7 月の第一回目の強制排除の数か月前（証言により時期が異なるが，おそらく 3 月
から 5 月にかけてのある時期）のことであった。この時，県林業局長（当時）の PE 氏は，
C 集落を訪問して，チャワンが企業の事業地内に設定されている保全区域であり，そこに居
45) HD 氏への聞き取り（2019 年 8 月 27 日）による。
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先述の HD 氏によると，2014 年ごろ，C 集落住民は各家族 6 万ルピアずつ出しあって，第
8 ユニット（M 社の事業地区分のひとつ）の M 社の事務所で重機（グレーダーとローラー）
を借り，集落周辺の道路の拡幅と修繕を行った。この作業は一週間近く続き，重機を運転し
たのは M 社で雇われている者だったという。この時も M 社から立ち退きをうながすような
発言は一切なかった 47)。
また B 村村長 SG 氏によると，C 集落住民のなかには，M 社の事業地で植林・保育の作業
を行う労働者として働く者も少なくなくなかった。その際にも，雇用主から C 集落が M 社
の事業地のなかに違法に作られた集落であることを問題にするような発言は一切なかったと












46) SG 氏への聞き取り（2016 年 8 月 16 日），および，SH への聞き取り（2016 年 8 月 13 日）による。
47) HD 氏への聞き取り（2019 年 8 月 27 日）による。





パルプ部 2018］。なお，M 社が現在の事業の根拠になっている「1996 年第 38 号林業大臣決定」（産
業造林事業許可）では，決定が出されてから二年以内に事業地の境界画定をしなくてはならないこ
とになっているが，20 年以上たった現在もそれは完了していない。丸紅パルプ部の上記の「回答書」













しろ M 社は C 集落住民を日雇い労働者として働かせていた。なぜ集落ができてから，








B 村は 2012 年の末に，C 集落を下位行政集落として組み込み，C 集落に対する様々な支援
を始めた。そして，その背景に C 集落の「指導」にあたるよう県政府から B 村に要請があっ
たことはすでに述べた通りである。
2012 末から 2013 年初頭にかけて，県人口・市民登録局（Dinas Kependudukan dan 
Catatan Cipil）による住民調査が行われ，この調査をもとに居住地を C 集落とする住民証明
書（KTP）が C 集落住民に発行されている（早い者は 2013 年に住民証明書を受け取ってい
る）。さらに，2013 年に，村・後進地域開発・移住省の支援を受けて C 集落に太陽光発電設
備が建設されたことはすでに述べた通りである。




50) SUG 氏への聞き取り（2018 年 3 月 16 日）による。
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設した。しかし，C 集落に対するこうした行政組織の様々な支援が新たな移住民の流入を促
したのかどうかは筆者の聞き取り調査では十分に確認できなかった。筆者が聞き取りを行っ
た C 集落住民は 2013 年 9 月に移住してきた 1 組の夫婦を除いて，皆 2012 年末以前に C 集
落に入植した者たちだったからである。
V　討論：C 集落住民の生活再建に向けて
















































51) 筆者がインドネシア環境フォーラム・南スマトラの事務所で代表（当時）の HJ 氏に行った聞き取
り（2018 年 3 月 15 日）で以下の証言を得た。すなわち，MHP 社と農民の土地問題について話し合
うため 2016 年 9 月 23 日にインドネシア環境フォーラム・ナショナル（WALHI Nasional），インド
ネシア環境フォーラム・南スマトラ，M 社が環境林業省に呼ばれた。その際，当時の環境林業省事
務次官（Sekjen）が，C 集落があった場所を保全区域に指定するかどうかは「技術的問題」なので，








れているが（2015 年第 12 号環境林業大臣規則），その実際の計画立案や改訂の過程に環境林業省が
どの程度影響力を行使できるのか不明である。この点も今後の調査で確認する必要がある。
52) 南スマトラ州自然資源保全局職員 SA 氏への聞き取り（2019 年 9 月 3 日）による。なお，SA 氏によ
ると，同局はブナカット―スマングスの森林でゾウの詳しい生態調査をまだ行っていない。個体数の
モニタリングは M 社自身が行っており，M 社が集めたデータが 6 カ月に一度，同局に提供されてい
るのだという。
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